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会 議 記 録 

高松市附属機関等の設置、運営に関する要綱の規定により、次のとおり会議記録を公表しま

す。 

会 議 名 第 9回高松市次期ごみ処理施設整備検討委員会 

開催日時 令和 5年 2月 1 日(水)13 時 00 分～15 時 20 分 

開催場所 環境業務センター４階大会議室（WEB 会議併用） 

議    題 

議題 

(１) 用地計画  

(２)  建築計画、造成計画、施設配置・動線計画 

(３) 余熱利用 

(４) 環境学習機能 

(５) 防災機能 

報告事項 

 公害防止基準 

公開の区分   □ 公開  ■一部公開  □ 非公開 

上記理由 
議題(１)及び（２）については、高松市次期ごみ処理施設整備検討委

員会設置要綱第８条の規定により、委員会の承認を得たため非公開。 

出席委員 
委員長、古川職務代理者、川本委員(WEB 参加)、山中委員、福家委員、

田井委員、松本委員 

傍 聴 者 2 人 

担当課及び 

連絡先 

環境施設対策課事業係 

087-839-2102 

   会議の経過及び結果 

〇会議の公開、非公開について 

事務局）本日の議題は、議題として（１）用地計画、（２）建築計画、造成計画、

施設配置・動線計画、（３）余熱利用、（４）環境学習機能、（５）防災機能であ

り、第 1 回委員会で取り決めた会議開催の公開・非公開基準に基づき、（1）及び

(２)は、整備用地に関することであり、高松市情報公開条例第 7 条第 5 号イに該

当するので非公開としたい。 

委員長）第１回の当委員会で取り決めた議事の公開・非公開基準により、本日の議

題(１)用地計画、(２)建築計画、造成計画、施設配置・動線計画は、ともに非公開

とするということについて、意見のある委員は挙手をお願いする。 

 （質疑なし） 

委員長）それでは、本日の会議は（１）及び(２)については非公開、それ以外は公開

とすることを了承する。 
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（議題（１）用地計画及び議題（２）建築計画、造成計画、施設配置・動線計画につ

いては、高松市次期ごみ処理施設整備検討委員会設置要綱第８条の規定により、委

員会の承認を得たため非公開） 

 

議題 (３) 余熱利用 

議題（３）について事務局が資料を提示して説明 

委員長）エネルギー回収量としては 14 万 MJ/h 程度あり、このエネルギーの利用用

途としては、給湯、発電、冷暖房や温水プール、動植物用温室等、様々なことが考

えられる。 

基本的な考え方として、ゼロカーボンシティの実現に向けて積極的な活用とエ

ネルギーの地産地消を図るため、次年度、廃棄物エネルギー利活用計画として取

りまとめを行う。本日は余熱利用の概要と基本的な方向性だけを示して、それに

基づいて今後計画を進めていくとの説明だった。 

事前質問）余熱利用について、農業や花き栽培利用等、地域貢献利用の可能性を知

りたい。質問の意図として、地域の人に、余熱利用の要望を聞いたことがあるか。

あれば、どういった内容の回答があったか。 

事務局）地元説明会の中では、周辺道路へのロードヒーティング利用の意見があっ

たが、費用対効果も含めて検討する必要がある。余熱の利用方法については、次

年度策定する廃棄物エネルギー利活用計画の中で、実際に実現可能性があるもの

を抽出し、それを地域住民の方にも提示しながら、活用できる方策を検討してい

く。 

委員長）余熱利用について、住民の皆さんの意見がどうだったかという質問である。

特徴的なのは、農業利用するものがあるが、住民の要望としてはロードヒーティ

ング等に活用してはどうかという意見があったようである。詳細は次年度に行う

廃棄物エネルギー利活用計画を作成する段階で地元の意見も聴取するとのことで

あった。 

農業利用の実例はあるのか。 

事務局）熊本市で農業用に余熱を利用している事例がある。 

委員）余熱を使って発電した電力を近隣で使うことがゼロカーボンシティの実現に

なるのか。一定の範囲内のいわゆるクローズドした送電網の中で使うのであれば、

電力の送電ロスを減らすことができるため、良いと思うが、一般の送配電事業者

を利用することがゼロカーボンシティの実現に貢献できるのか少し疑問に思う。 

事務局）自己託送等の部分かと思うが、〇〇委員の御指摘のとおり、一番効率がい

いのは自営線等を用いての直接送電で、有効利用という意味ではベストであると

思う。 

しかし、現実的な話として、施設周辺に電力を利用できる施設があるかどうか
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が課題になる。市の公共施設等が近くにあれば直接送れるが、民間施設に送ると

なると今の時点では難しい。よって、近隣で電力を消費するといった事が現実的

に難しい面があるので、離れたところに送る手段として、託送というものがある。 

これは実際には、直接送っているわけではないが、形式上、直接送電している

ことになる。受電した施設は、他の電力会社から購入したということではなく、

計算上は本市のごみ処理場から供給された電力となり、供給された施設側の CO₂

は削減できているという理屈になる。 

委員）電力については、地産地消という言葉が馴染まないのではないか。委員の中

に電力関係の専門家の方がいらっしゃれば、お答えいただきたい。 

委員）クローズドの環境であれば、地産地消となるが、電気はバランスが非常に重

要で、発電量と消費量がイコールにならないと停電してしまう。ゆえに、日本全

体で電力の予備率がよく議論になる。結局どこで作られた電気かは分からないの

で、A 発電所で 100ｋW 発電し、B 施設で 100ｋW 利用することで、便宜上、発

電量と利用量が結びついているということになっている。 

ただ、それをうまく言葉で説明しづらいため、地産地消という言葉を用いてい

るというのが実情だと思う。 

委員長）ごみは資源だという考えがあって、その資源を使って発電したのだから、

その電力は地元で使った方が良いという考え方である。発電した電力を自分で使

うために自営線を引き込まないといけないが、実際には難しい。  

そこで、送電線に乗せて、計算上は市が送ろうとしている施設が使ったという

ことにして、CO₂削減の計算も行う。仮想の中でやり取りをしているということ

である。話としては、市民の皆さんが出したごみが、市民の皆さんのために役立

っているということが一番わかりやすいわけで、それが地産地消である。電気に

色はついていないので、どこの電気かは不明確であるが、少なくとも A 施設の電

力は、B 発電所が作った電力だということにしましょうということである。それ

は今、環境省が推進している内容である。 

委員）ごみで発電したことが CO₂の削減になるということはどのように理解したら

よいのか。ごみ燃焼の過程で CO₂が発生する。例えば、太陽光発電や風力発電で

あれば CO₂削減は理解できるが、ごみ発電は実際には CO₂が出ている。 

事務局）生ごみは、分類上はバイオマス燃料ということになり、木質と同じような

扱いをするため、CO₂の削減に貢献できる。便宜上そういう形を採っているが、

実際には当然 CO₂は発生する。 

もう 1 点としては、発電して、どこかの施設で利用した場合に、その利用先は、

本来はどこかから電気を買ってこなければならないが、その分は買わずにこちら

の電気を使ったということで、供給先の電力購入に伴う CO₂を削減できたという

理屈になる。 
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委員）化石燃料から作った電気ではない、ごみから作った電気だ、ということで、

便宜上、貢献しているという形になるわけか。 

委員長）政府の政策上、ごみはバイオマス燃料だという考えがあって、それを使っ

た電力はカーボンニュートラルだといった考えである。 

また、先ほどの余熱利用についてだが、例えば栃木県足利市はトマト農園に余

熱を供給している。熊本県八代市は、漁協に供給して、海水温を少し上げること

によって、魚の成長促進を行っている。佐賀市は CCU 技術で、CO₂を回収して藻

の促成に利用している。藻は CO₂が少し多いくらいの環境の方が良く育つ。今は

実験段階だったと記憶している。将来的には 2050 年カーボンニュートラルに向

けて実用化していこうという段階である。 

それでは議題（３）余熱利用を了承してよろしいか。 

 （異議なし） 

委員長）了承する。 

 

議題(４) 環境学習機能 

議題（４）について事務局が資料を提示して説明 

委員長）環境学習機能ということで、施設見学や、環境学習を通じ、市民が気軽に

来場できる施設にするとともに、３R 啓発のための場とするなど、広く市民に開

放し、親しまれる施設にするということだった。そのための施設見学の例、体験

設備の例、体験工房・修理工房の例、その他の例の説明があった。特徴的なもの

としては、リユース意識の啓発につながる取り組みを検討するということも説明

があった。３R がリデュース、リユース、リサイクルであり、リデュースは排出

抑制、リユースは再利用、リサイクルは、原材料として回収して、再商品化する。

この３R を啓発する場ということだった。 

事前質問）環境学習機能について、市民に親しまれる施設にすることに力点を置い

ているように思われるが、建設予定地は市街地からかなり離れていて、交通の便・

アクセス時間の面ではあまりよくないものとも思われる。このことを含め、いろ

いろな世代の多くの市民がアクセスしやすいような施策・工夫は何か考えている

のか。 

事務局）御指摘のとおり、建設予定地は最寄りのバス停まで約 2km あり、現時点で

は、自家用車や団体バスで来場いただくことが現実的である。 

市街地から離れた場所にあっても、ループしおのえの利用者が増加しているよ

うに、施設に特長を持たせることで来場者の増加に努めたいと考えている。 

幅広い世代という点については、イベントの実施や遊具の設置などにより、親 

子連れで来場してもらえる仕掛けづくりを行っていく。 

事前質問）資料を見る限りとても充実した施設で、子どもたちに限らず広い年齢層
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を対象にした施設になるとよりいいかと思う。 

この施設の管理運営は市の直営と考えているのか。岡山県の津山クリーンセン

ターのように環境学習に手慣れた事業者に委託するという選択は考えているか。 

事務局）本市としては、他都市の事例も参考に、市民に興味を持ってもらい、親子

で訪れてもらえるような施設整備を目指す。 

本施設の管理運営については、令和７年度に予定している PFI 導入可能性調査

において、ごみ処理施設の整備方法、運営方法について、市の直営が良いのか、

民間事業者の運営とするべきか、比較検討を行い決定する予定である。 

委員長）交通の不便さについては、イベントを企画する等して集客に努めたいとい

うことであった。ループしおのえに来場した客の取り込みも考えられると思うが、

様々な方策を考えて、幅広い年齢層の方が来られるようにということであり、展

示物を工夫し、来場者が退屈しないように、環境学習などいろいろなコンテンツ

づくりに取り組んでいく。 

施設の管理運営については、ＰＦＩ方式という民間の活力を利用した事業スキ

ームが出てきていて、今後、導入可能性調査を行い、その中で、管理運営のあり

方を検討するということだった。 

委員）この環境学習機能の資料を見て、すごくわくわくするような、すばらしい施

設になるのではと思っている。 

想定するコンテンツもいろいろ考えていて、ごみ処理施設の環境学習というこ

とだが、それに限らず、ごみだけではなくエネルギーとか SDGｓなど、持続可能

な社会の実現に向けて総合的な環境学習機能を持たせた、例えば市の環境学習セ

ンターに位置付けるなど、一手にこの施設で環境学習を引き受ける施設になって

くれれば、すごく良いと思う。見学でき、体験でき、学べる。本当にこれまでにな

い形の施設になるのではないか。 

それから今、市で脱炭素型ライフスタイル推進リーダーというのを養成してい

るが、その方たちの活躍の場になって欲しい。市と推進リーダーが一緒になって

運営できる環境学習施設になれば、すごく良いと思う。 

  また、環境学習の中に、地球温暖化対策の適応策として（気候変動によって災

害が激甚化しているため）防災という観点も入れてほしい。総合的な環境学習の

施設になれば少々アクセスの良くない場所にあったとしても、社会見学や地域の

多様な団体の方が利用する施設になるのではないかと思っている。是非、充実し

た施設となるようお願いしたい。 

委員長）〇〇委員から非常に貴重で総合的な意見をいただいた。 

  ごみだけにとどまらず、エネルギー、ＳＤＧｓ等総合的な環境学習センターと

しての機能を持たせても良いのではないか、見学と体験と学習ができる非常に有

意義な施設である。脱炭素型ライフスタイル推進リーダーの方々がボランティア
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で環境学習センターの運営に携わると良いのではないか。更には、環境学習から

もう少し広げて防災に関することも、コンテンツとして整備してほしいといった

提案だった。ぜひ今後の施設づくりに活かしていただければと思う。 

委員）事前質問の中で紹介いただいたが、私は施設のコンテンツの充実も大切だが、

アクセスのしやすさも重要だと思っていて、例えば小中学生の兄弟が、ごみ処理

場が楽しいから行きたいと思ったときに、子どもだけでは、自家用車で行くこと

はできないし、最寄りのバス停まで 2 キロではとてもではないが行けないと思う。  

これは、市環境部門の問題だけではなくて、交通部門への働きかけも必要だと

思うが、アクセスの容易性については、コンテンツと同様に配慮すべきだと思う。 

また、環境学習施設が直営の運営ならば色々と市の方で考えることは良いこと

だが、ＰＦＩなら、これも事業者の創意工夫の範囲でもあるので、そういったこ

とも想定しておく必要があると思う。 

委員長）アクセスの容易さの問題について、当然ながら、いくら素晴らしい環境学

習施設を造っても人が来なければ意味がない。また、コンテンツの内容について、

ＰＦＩを利用して、事業者の知恵を借りるのも一つの有効手段である。これらの

課題については、是非、事務局の方で取り組んでほしい。 

委員）見学者ルートで、ごみのにおいが実感できるルートを是非、造ってもらいた

い。今のごみ処理場は施設に入っても、きれいで清潔なため、ごみのにおいがし

ない。実際の現場のごみ処理は、これだけ大変な作業や工程があって処理されて

いる、そういったものを実体験できるような、動線を造ってもらいたい。見学者

全員がそこを通る必要はないと思うが、対象者年齢に応じてごみ処理の実態が学

習できるようないくつかのメニューの中の一つとして、ごみのにおいを感じ取れ

るものを造ってほしい。 

委員長）ごみは汚いもの、くさいものという認識があり、それを実感することが、

環境学習の推進やリサイクル活動に繋がることになると思う。今後の検討課題と

していただければと思う。他都市の事例で、ごみの模擬的なにおいが出る部屋を

設けて、ボタンを押すとにおいが出てくるといった施設があった。もちろん希望

者だけが、体験できるコーナーであり、見学者の実感としてごみのにおいに大変

驚いていたと思う。参考にしてほしい。 

それでは議題（４）の環境学習機能については様々な御意見をいただいたが、

いずれも非常に重要な指摘だと思う。今後の取組に活かしていただければと思う。 

 

議題(５) 防災機能 

議題（５）について事務局が資料を提示して説明 

委員長）防災機能ということで、防災機能の方針、施設の強靭化が示された。東日

本大震災時に多くの施設で被害が出たので、廃棄物処理施設だけではなく、橋、
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道路、水道施設等、都市機能を支えるそれぞれのインフラに対して強靭化が重要

になっている。 

また、防災拠点としての廃棄物処理施設ということで、四つの項目が挙げられ

ている。災害時でも、機能が維持できることを考えると、防災活動の支援が行え

るような施設にするといった説明だった。 

事前質問）災害時の電気、水、熱の利用の確保をあげているが、香川県地域は従来

から降水にはあまり恵まれていない地域と認識されるところである。とくに、水

の常時確保の具体的方策は考えているのか。 

事務局）香川県は水不足に見舞われやすい地理・気候条件にあり、本市においては

平成 6 年の大渇水で大規模な給水制限が行われた。しかし現在では、香川用水調

整池の整備や、各市町の自己水源の確保等により、断水に至るほどの状況は、か

なり起きにくくなっている。 

施設側の対策としては、一週間程度、一炉運転が可能な用水を確保するほか、

プラント処理水をできるだけ場内で利用するなど、上水の使用量を抑制できる施

設とする。 

委員長）瀬戸内地域は、降水量が少ないのでどうしても水不足に陥りやすい。その

例からいうと、高松市も水をきちんと確保する必要があるといったアドバイスだ

った。説明があったように調整池の整備や自己水源の確保など公的には水資源の

確保を行っている。ごみ処理施設側では、一週間分の必要水量を確保できる対策

やプラント処理水の再利用などを行い、上水の利用を抑制していくとのことだっ

た。 

委員）発災時には、一時的な退避場所となるようだが、駐車場スペースはどの程度

の台数を想定しているのか。 

委員長）防災の観点から考えると、付近の住民の皆さんが避難してくる可能性もあ

るのでどの程度の駐車台数を想定しているのか。 

事務局）現在想定している駐車場の広さは、一般の乗用車については 75 台程度、見

学者用に想定している大型バス駐車場は４台程度を確保する計画である。 

委員長）場合によっては場内の搬入道路に駐車することも可能か。避難してくださ

いと言って駐車場がないのでは困る。 

事務局）建設地から山を降りたところに、コミュニティセンターや廃校となってい

る小学校舎があり、そこが指定避難所になっている。そちらの方が集落に近いの

で、あえて離れた場所に避難者を積極的に呼び込むことは考えていない。想定し

ている退避者とは、施設近隣の方や施設見学中に発災した場合の見学者等である。 

委員長）それに見合うだけの駐車場になるということでよいか。 

事務局）そういうことである。 

松本委員）資料 23 頁に「災害時に、平常時のごみと併せて災害廃棄物が処理可能な
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施設とする。」とあるが、この時の災害廃棄物とはどのようなものを想定して、ど

のようなルートで搬入を予定しているのか。 

事務局）本市では、災害廃棄物処理計画を策定し、その中で、大規模災害があり、災

害廃棄物が大量に出た場合の処理スキームを定めている。まず、災害廃棄物の仮

置き場を、必要に応じて市内に何ヶ所か作る。その仮置き場で分別し、必要であ

れば中間処理をそこで行う。新施設に搬入し処分するのは、仮置き場で分別した

ものの中から可燃ごみだけである。災害廃棄物処理計画ではそのような計画とし

ているため、災害廃棄物中の可燃ごみを処理できるような施設にするという意味

である。新たな焼却施設の処理規模は、想定している災害廃棄物量を加えて算出

しており、452ｔ/日となる。 

委員長）水害や震災があると、通常のごみ収集がストップするため、一時的にごみ

が減ることがある。資料 23 頁に「可燃性粗大ごみ切断機等導入の検討」と記載が

あるが、水害で家具や畳が災害廃棄物となり、それをそのままでは処理できない

ので、切断機で切断し、焼却施設に搬入する。    

浸水被害を受けた地域のごみを早く処理して、日常生活に早く戻れるようにす

るための災害廃棄物の受入れになる。 

事務局）本基本計画上では、災害廃棄物処理の記載は、施設設計の部分に限定され

ていると思う。並行して、発災時の、災害廃棄物処理計画の方針や、実際の災害

の形態に応じて、どのように対応していくのかは、各自治体が計画し、それを県

内等でとりまとめていく。行政レベルでは、机上訓練等を行っている最中であり、

来るべき災害に備えている。 

高松市内においては、平成 16 年に高潮や大雨の被害があったが、地震の際に

は、例えばため池や河川が決壊したというような局地的な災害の場合、あるいは

本当に津波が浸水想定域まで入ってきて、市内だけでも大量の災害廃棄物が発生

する場合、この施設が果たす機能は変わってくる。 

昨年度、香川県東部清掃施設組合（さぬき市、東かがわ市、三木町）と本市で、

災害時等における一般廃棄物処理に係る相互支援に関する協定を締結し、地域に

おける局地的な被害があった場合には相互の施設の融通を図ることになってい

る。また、環境省四国事務所では四国４県及び中核的な自治体を集めて、発災時

を想定した訓練や連携体制の確認を行っている。県内でも、災害時の訓練を香川

県の指導の下、サンメッセ香川で行った。 

災害対応については、現実的に対応できるものを、昨今、各自治体が連携し始

めたという状況である。 

委員長）広域的な処理をしないと、災害に対応できない。少なくとも、初動段階で

は、施設が稼働していて、災害廃棄物が発生した場合の受入れが可能であること

が必要である。ちなみに令和元年の長野県千曲川氾濫時には、長野市の清掃工場
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に、1 日 700ｔの災害廃棄物が搬入されて来た。   

対応に大変苦慮して、自衛隊にお願いし、他の清掃工場で処理した。そういう

広域的な取組は行っているということでよいか。 

事務局）そのとおり。 

委員長）市民の皆さんの公衆衛生を守るために、他自治体と処理の相互協定を結ん

で、相互に助け合う。そのためには、まずはごみ処理施設を災害に強い施設にし

て、災害の時でも稼働できるような、システムにしていく。協定の話は協定の話

で進めていただくことになると思う。施設そのものは、強靭化しておかないと、

発災時に何もできないのではいけない。そのための方針をこの資料に記載してい

るということでよろしいか。 

（異議なし） 

委員長）様々な意見が出たので、その意見を反映しながら、より良い計画を策定い

ただければと思う。 

 

報告事項 公害防止基準 

事務局）報告事項について事務局が資料を提示して説明 

委員長）公害防止基準ということで環境に影響ある項目の基準を決めている自治体

が多い。排ガス規制基準、騒音規制基準、振動規制基準、排水基準、悪臭物質規制

基準の案が記載されている。排ガス規制基準は現在の南部クリーンセンターの基

準値を継承し、関西圏のごみ処理施設の規制基準と比較しても遜色ない若しくは

それ以上の規制値になっている。騒音規制基準、振動規制基準については法令で

は対象区域外の地域であるが、現在の南部クリーンセンターの基準値を継承する。  

排水基準については、最終的には下水に排水されるので、下水道排除基準に合

わせる。悪臭物質規制基準についても法令では対象区域外ではあるが、現在の南

部クリーンセンターの基準値を継承する。これらの項目数は多いため、委員会資

料上は省略しているが、いずれも現在の南部クリーンセンターの基準値を継承す

るとのことである。 

また排水はクローズドシステムとして、そもそも排水をしない施設を原則とす

るとのことだった。 

委員）排ガス規制基準の窒素酸化物について、現南部クリーンセンター基準値が

50ppm だから新施設も 50ppm ということだと思う。50ppm だと、触媒脱硝を設

置しなくてもおそらくは達成できるというところで、プラントメーカー間で差異

が発生しないと思うが、例えば、20ppm~25ppm まで下げると、プラントメー 

カー間で技術力を競うという構図となると思う。地方都市が 50ppm よりも厳しい

基準を設けている例がほとんどなければ、私はこれでも良いと思うが、大都市で

あれば 50ppm は、かなり緩い規制値だと思うので、他都市の例を調べてほしい。 
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もう一点、排水のクローズドシステムに関することだが、以前から無条件にク

ローズドシステムを採用する事例があるが、もし蒸発方式でクローズドシステム

にするとすれば、エネルギーをかなり使う。それよりは下水道がきちんと敷設さ

れているところであれば、下水道に最終的に排除していく方が合理的な部分もあ

る。 

脱炭素の話がない過去においては、クローズドで公害防止ということがあった

と思うが、今の時代はそうとも言い切れない。 

委員長）窒素酸化物について、50ppm でもいいけれども、もう少し下げてメーカー

間に競争させても良いのではないかという提案だった。これは無触媒脱硝にする

か触媒脱硝にするかという話でもあり、無触媒脱硝にするのであれば、50ppm で

も問題は無いと思う。 

また、クローズドシステムにするのであれば、ボイラを経た後の温度を急激に

冷却させるために、減温塔で排水を炉中に吹き込むので、水が吸収した熱量を回

収できなくなり、熱回収に有利ではないということである。炉内に散水しないで

再利用を繰返す方式で行っているところもある。クローズドシステムよりも、熱

回収を優先するかどうかは、今、決めなくても良いかもしれない。 

いずれにしても、排ガス、排水について非常に厳しい基準を設けて、環境保全

に努める方針である。それが、エネルギー的に有利かどうか、下水道が使えたら

下水道の方が良いというのは、その通りでもあり、別の方法で排水を無くすのな

ら、その方向を考えても良い。 

事務局）窒素酸化物については、資料 2 頁に記載しているように、現時点での調査

では、同規模の他都市では、50ppm が多いと認識している。30ppm になっている

のは関西圏の自治体で都市部という認識だが、〇〇委員の意見も踏まえて、実際

に最終決定するまでには、他都市の状況も注視しながら、確認していきたい。 

排水の話については、現時点ではクロードシステムを考えていたが、これで決

定せず、どの方式が一番良いのか、引き続き検討課題として考えていきたい。 

委員長）本日は、とりあえず資料どおりに提示して、今後も情報収集に努める 

ということで〇〇委員いかがか。 

委員）はい。議論していくことが大切だと思う。 

委員長）他の御意見はございますか。 

（意見なし） 

委員長）それでは、事務局の案を了承する。 

 


